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貸  借  対  照  表
（平成22年 3月31日現在）

（単位：百万円）
科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
諸 利 用 権
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 社 債
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

20,365
6,492
1,201
6,635
800
1,465
2,027
1,410
12
215
106
 0

19,505
7,103
2,731
120
1,164
19
341
2,688
30
6
96
64
27
5

12,304
2,336
6,507
99
720
1,380
38

1,055
45
201
 80

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
1年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

10,435
2,923
3,065
2,270
276
60
924
730
126
41
17

5,856
1,844
3,784
227

負 債 合 計 16,292
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

22,920
4,053
2,199
2,199
16,690
812

15,877
168

11,500
4,209
 21

657
657

純 資 産 合 計 23,577
資　産　合　計 39,870 負債・純資産合計 39,870

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
自　平成21年 4月 1日（至　平成22年 3月31日）

（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高 27,465

売 上 原 価 22,660

売 上 総 利 益 4,804

販売費及び一般管理費 2,757

営 業 利 益 2,047

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 127
固 定 資 産 賃 貸 料 150
そ の 他 122 400

営 業 外 費 用

支 払 利 息 71
社 債 利 息 0

そ の 他 67 139

経 常 利 益 2,307

特 別 利 益

受 取 補 償 金 55

そ の 他 5 61

特 別 損 失

固定資産除却・売却損 20

そ の 他 2 23

税 引 前 当 期 純 利 益 2,345

法人税、住民税及び事業税 907

法 人 税 等 調 整 額 17 924

当 期 純 利 益 1,421

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　平成21年 4月 1日（至　平成22年 3月31日）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金

資本剰余金 利　　　　　益　　　　　剰　　　　　余　　　　　金

資本準備金 利益準備金
そ　の　他　利　益　剰　余　金 利益剰余金

合　　　計固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金

平成21年 3月31日残高 4,053 2,199 812 172 11,500 3,072 15,557

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当  288  288

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

 4 4 ―

当 期 純 利 益 1,421 1,421

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ―  4 ― 1,136 1,132

平成22年 3月31日残高 4,053 2,199 812 168 11,500 4,209 16,690

株　主　資　本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合　　 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

平成21年 3月31日残高  21 21,789 556 22,346

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当  288  288

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

― ―

当 期 純 利 益 1,421 1,421

自 己 株 式 の 取 得  0  0  0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

100 100

事業年度中の変動額合計  0 1,131 100 1,231

平成22年 3月31日残高  21 22,920 657 23,577

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に関する注記
1．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券
　満期保有目的の債券
　子会社株式及び関連会社株式
　その他有価証券
　時価のあるもの

　時価のないもの
⑵　棚卸資産
　製品・仕掛品

　商品・原材料・貯蔵品

2．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を
除く）
　建物（建物附属設備を除く）
　その他

⑵　無形固定資産（リース資産を
除く）

償却原価法（定額法）
移動平均法による原価法

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。）
移動平均法による原価法

個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定しております。）
移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定しております。）

定額法
定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
　建物 　 3～50年
　機械及び装置 　 4～ 7年
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（ 5年）に基づく
定額法を採用しております。
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⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・　
リース取引に係るリース資産

⑷　少額減価償却資産

⑸　長期前払費用
3．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。
⑵　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき
計上しております。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（ 3年）による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

4．収益及び費用の計上基準
請負工事のうち、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工
事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）、その他の工事については工事
完成基準を適用しております。
5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため、特例処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　　　　　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　　　　　　　　変動金利の長期借入金等の金利変動リスク

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引のうち、リース取引開始日が企業会計
基準第13号「リース取引に関する会計基準」の
適用初年度開始前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。
取得価額が10万円以上20万円未満の資産につい
ては、事業年度毎に一括して 3年間で均等償却
する方法によっております。
均等償却
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③　ヘッジ方針
金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略し
ております。

⑵　消費税等の会計処理の方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
　 1．完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しており
ましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月
27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18
号　平成19年12月27日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着手した工事契
約から、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。
なお、これに伴う損益に与える影響は軽微であります。

　 2．有価証券の評価基準及び評価方法
当事業年度から平成20年 3月10日改正の「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準
適用指針第19号）を適用しております。
なお、これに伴う損益に与える影響はありません。

貸借対照表に関する注記
1．担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産  
建物
土地
計

⑵　担保に係る債務 
短期借入金 
1年内返済予定の長期借入金
長期借入金
計

2．有形固定資産の減価償却累計額

2,562百万円
 460百万円

3,022百万円

650百万円
72百万円

 1,093百万円
1,815百万円
21,841百万円
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3．保証債務
　　　関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証
4．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　短期金銭債権
　　　長期金銭債権
　　　短期金銭債務

損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
　　営業取引による取引高
　　　売上高
　　　仕入高
　　営業取引以外の取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　（繰延税金資産）
　　　賞与引当金
　　　退職給付引当金
　　　その他
　　繰延税金資産小計
　　　評価性引当額（ ）
　　繰延税金資産合計

　（繰延税金負債）
　　　固定資産圧縮積立金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　その他
　　繰延税金負債合計
　　繰延税金資産の純額

2,218百万円

3,950百万円
1,380百万円
1,405百万円

16,521百万円
4,163百万円
1,309百万円

普通株式 99,344株

162百万円
1,528百万円

 329百万円
2,020百万円

 　 159百万円
1,860百万円

 114百万円
 427百万円

 　 47百万円
 　 589百万円
 1,270百万円
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リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。

関連当事者との取引に関する注記
1．親会社及び法人主要株主等

2．兄弟会社等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

その他の
関係会社

中部電力㈱
（被所有）
直接 24.2％

兼任 1名 当社製品
の販売先

変圧器等の
販売

15,316
売掛金 2,907

未収入金 56

（注）　 1．取引金額には消費税等を含まず、科目残高には消費税等を含んでおります。
2．取引条件ないし取引条件の決定方針等
変圧器等の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条

件によっております。

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

その他の
関係会社
の子会社

中電ビジネス
サポート㈱

な　し な　し 資金の借入 資金の借入 ―

1年内返済
予定の長期
借入金

276

長期借入金 844

（注）　 1．取引金額、科目残高ともに消費税等を含んでおりません。
2．取引条件ないし取引条件の決定方針等
資金の借入利率は、市場金利を勘案した利率により決定されております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）



－ 10－

3．子会社等

１株当たり情報に関する注記
1． 1株当たり純資産額 
2 ． 1株当たり当期純利益

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

489円65銭
29円51銭

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

連結子会社

㈱愛工機
器製作所

 98.6％ 兼任 1名
当社原材料
等の仕入及び
資金の貸付

資金の貸付 900 長期貸付金 1,320

債務保証 1,944 ― ―

愛電商事㈱ 100.0％ 兼任２名

当社製品の
販売及び
物流業務
委託等

変圧器等の
販売

1,023
受取手形 504

売掛金 402

物流業務
委託等

1,843

支払手形 209

買掛金 82

未払費用 54

（注）　 1．取引金額には消費税等を含まず、科目残高には消費税等を含んでおります。
2．取引条件ないし取引条件の決定方針等
取引の条件は、市場価格を勘案し一般的取引と同様に決定しております。
資金の貸付利率は、市場金利を勘案した利率により決定しております。

（単位：百万円）


